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証券コード6522
2022年11月10日

株 主 各 位
大阪市淀川区西中島五丁目６番16号
株 式 会 社 ア ス タ リ ス ク
代表取締役執行役員社長 鈴 木 規 之

第16回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第16回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、株主様にはご自身の健康と安全面を最優先に

ご検討の上、本株主総会につきましては、極力、書面により事前の議決権行使をいただき、株主
総会当日のご来場はお控えいただきますようお願い申し上げます。
この場合、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご記入いただき、2022年11月24日（木曜日）午後６時までに到着するよう
ご送付していただきますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2022年11月25日（金曜日）午前10時30分（受付開始時刻は午前10時15分）
２．場 所 大阪市淀川区西中島５-14-10 新大阪トヨタビル９Ｆ

アットビジネスセンターPREMIUM新大阪（正面口駅前）911号室
（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報告事項 １．第16期（2021年９月１日から2022年８月31日）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第16期（2021年９月１日から2022年８月31日）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の場合には、マスクの着用等感染防止のためにご配慮くださいますようお願い申し上げます。株主総会会場においては感
染防止のための措置を講じる場合がありますので、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令
及び当社定款第12条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.asx.co.jp/）に掲載しておりますので、
本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会が会計監査報告及び
監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎開催当日までに株主総会の運営方法、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合に変更が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.asx.co.jp/）に掲載させていただきます。
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議決権行使の方法についてのご案内
書面にて行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、行使期限までに到着する
ようご返送ください。

行使期限 2022年11月24日（木曜日）午後６時到着

株主総会にご出席の場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時 2022年11月25日（金曜日）午前10時30分
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株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
（1）「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定

する改正規定が2022年９月１日に施行されましたので、株主総会資料の電子提供制度
導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。
①変更案第12条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供
措置をとる旨を定めるものであります。
②変更案第12条第２項は、書面交付請求した株主に交付する書面に記載する事項の範
囲を限定するための規定を設けるものであります。
③株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第12条）
は不要となるため、これを削除するものであります。

（2）AsReader事業におきまして、古物営業法に基づく古物商に該当する取引を行うことを
予定しており、古物商許可申請を行います。当該許可申請のため、古物営業法に基づく
古物商を行う旨を定款に記載する必要があることから、現行定款第２条（目的）に事業
目的の追加を行うものであります。

（3）AsReader事業におきまして、SIMカードの販売取次等を行うことを予定しており、当
該事業が電気通信事業法に定める電気通信事業に該当し届出を行う必要があることか
ら、現行定款第２条（目的）に事業目的の追加を行うものであります。

（4）2023年１月に完成を予定しております当社研究棟につきまして、建設予定地が大阪市
都市計画局の定める特別用途地区（中高層階住居専用地区）に該当するため、研究棟の
高層階を住居とし、賃貸及び管理を行う必要がございます。この事業について、現行定
款第２条（目的）に事業目的の追加を行うものであります。
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２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現行定款 変更案

第２条（目的）
当会社の目的は次の事業に従事することと

する。
（1）コンピュータおよび通信機器による情報
処理事業
（2）国内および国際付加価値通信網による情
報提供サービス事業
（3）付加価値通信網設備の販売、賃貸、設置
およびメンテナンス
（4）経営コンサルティング業
（5）インターネットを利用した通信販売業な
らびに情報提供の仲介
（6）労働者派遣業
（7）広告代理店業務
（8）前各号に関連する機器およびソフトウェ
アの販売、賃貸、設置、およびメンテナンス、
ならびにこれらに関連するコンサルティン
グ・サービスの提供
（9）前各号に関連する市場調査、宣伝および
広告業

（新設）

（10）前各号に付帯し、または関連する一切
の事業

第２条（目的）
当会社の目的は次の事業に従事することと
する。
（1）コンピュータおよび通信機器による情報
処理事業
（2）国内および国際付加価値通信網による情
報提供サービス事業
（3）付加価値通信網設備の販売、賃貸、設置
およびメンテナンス
（4）経営コンサルティング業
（5）インターネットを利用した通信販売業な
らびに情報提供の仲介
（6）労働者派遣業
（7）広告代理店業務
（8）前各号に関連する機器およびソフトウェ
アの販売、賃貸、設置、およびメンテナンス、
ならびにこれらに関連するコンサルティン
グ・サービスの提供
（9）前各号に関連する市場調査、宣伝および
広告業
（10）古物営業法に基づく古物商
（11）電気通信事業法に定める電気通信事業
（12）不動産賃貸および管理業
（13）前各号に付帯し、または関連する一切
の事業
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現行定款 変更案
第12条（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）
当会社は、株主総会の招集に関し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類および連結
計算書類に記載または表示をすべき事項に係
る情報を、法務省令に定めるところに従いイ
ンターネットを利用する方法で開示すること
により、株主に対して提供したものとみなす
ことができる。

（削除）

（新設）

（新設）

第12条（電子提供措置等）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類等の内容である情報について、電
子提供措置をとるものとする。
２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のう
ち法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請求
した株主に対し交付する書面に記載しないこ
とができる。

（附則）
１. 変更後定款第12条（電子提供措置等）の
規定にかかわらず、2023年2月末日までの日
を株主総会の日とする株主総会については、
変更前定款第12条（株主総会参考書類等のイ
ンターネット開示とみなし提供）はなお効力
を有する。
２. 本附則は、2023年3月１日または前項の
株主総会の日から3か月を経過した日のいずれ
か遅い日後にこれを削除する。
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第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員であるものを除く。）全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満
了となりますので、取締役（監査等委員であるものを除く。）５名の再任をお願いするもので
あります。
取締役（監査等委員であるものを除く。）候補者は、次のとおりであります。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役（監査等委員である取
締役を除く。）候補者について適任であると判断しております。
候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当 取締役会出席率 候補者の属性

１ 鈴
すず
木
き
規
のり
之
ゆき

代表取締役執行役員社長 100％
（19回中19回） 再任

２ 熊
くま
本
もと
尚
なお
樹
き

取締役執行役員生産技術室長 100％
（19回中19回） 再任

３ 加
か
藤
とう
栄多郎
えい た ろう

取締役執行役員事業部長 100％
（19回中19回） 再任

４ 山
やま
本
もと
和
かず
矢
や

取締役執行役員管理統括室長 100％
（13回中13回） 再任

５ 辻
つじ
本
もと
希世士
き よ し

社外取締役 100％
（19回中19回） 再任 社外 独立役員
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

１

鈴
すず
木
き
規
のり
之
ゆき

（1972年８月31日）

再任

1997年４月 東レ株式会社 入社
1998年４月 株式会社東レシステムセンター出向
2006年９月 当社設立 代表取締役社長就任
2012年５月 大連明日星科技有限公司設立 董事長就任（現

任）
2014年10月 当社代表取締役執行役員社長就任（現任）
2015年１月 AsReader, Inc. 設立CEO 就任（現任）
2018年２月 AsReader Europe B.V.設立CEO就任（現任）

162,000株

（取締役候補者とした理由）
鈴木規之氏は、当社の創業者でもあり、創業当時から当社の代表取締役として強いリーダーシップ、

様々な新製品の基礎となるアイデアの起案、迅速な決断力や実行力により、当社グループをけん引し
てまいりました。これまでの実績から、今後も当社の発展に寄与することが期待できるため、引き続
き選任をお願いするものであります。

２

熊
くま
本
もと
尚
なお
樹
き

（1972年10月20日）

再任

1995年４月 京都三菱自動車販売株式会社 入社
2007年２月 当社 入社 業務システム開発部兼システム販

売部責任者就任
2008年８月 株式会社アンサ設立 代表取締役就任
2010年９月 当社モバイルICT事業部部長就任
2011年６月 当社 取締役就任（現任）
2014年９月 当社 技術室長就任
2014年10月 当社 執行役員就任（現任）
2017年９月 当社 技術委員会委員長就任
2018年６月 当社 生産技術室長就任（現任）

121,000株

（取締役候補者とした理由）
熊本尚樹氏は、当社の生産管理・研究開発の責任者として長くその責務を果たし、生産拠点の管理

運営や各研究開発テーマの推進に取り組み、当社グループをけん引してまいりました。これまでの実
績から、今後も当社の発展に寄与することが期待できるため、引き続き選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

３

加
か
藤
とう
栄多郎
えい た ろう

（1973年３月13日）

再任

1998年２月 株式会社ディジ・テック研究所（現 株式会社
ディジ・テック）入社

2011年１月 当社 入社 営業部部長兼ビジネスソリューシ
ョン開発事業部部長就任

2012年９月 当社 取締役就任（現任）
2014年４月 当社 東京事業部長就任
2014年10月 当社 執行役員就任（現任）
2020年９月 当社 事業部長就任（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
加藤栄多郎氏は、当社の営業部門の責任者として永くその責務を果たし、当社製品の販売体制の構築
を通じて、当社グループをけん引してまいりました。これまでの実績から、今後も当社の発展に寄与
することが期待できるため、引き続き選任をお願いするものであります。

４

山
やま
本
もと
和
かず
矢
や

（1978年９月17日）

再任

1999年３月 星光ビル管理株式会社 入社
2001年10月 スタイル株式会社 入社
2004年１月 青木会計事務所 入所
2006年６月 オールスターズインベストメント株式会社 入

社
2007年６月 アスカ監査法人 入社
2012年７月 株式会社ディースパーク 入社
2014年11月 株式会社ラグザス・クリエイト 入社
2016年５月 一般社団法人イーモアマインドクリエーション

協会 入社
2017年７月 株式会社新生ビジネスパートナーズ 入社
2017年11月 株式会社エヌ・エル・エヌ 入社
2020年８月 当社入社 執行役員（現任）管理統括室副室長

就任
2021年11月 当社 取締役管理統括室長就任（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
山本和矢氏は、事業会社における経営管理部門における豊富な経験と知識を有しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しており、当社の経営基盤の強化に尽力しております。これまでの
実績から、今後も当社の発展に寄与することが期待できるため、引き続き選任をお願いするものであ
ります。
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

５

辻
つじ
本
もと
希世士
き よ し

（1973年１月20日）

再任 社外 独立役員

2000年４月 弁護士登録
2000年４月 村辻法律事務所（現 ウェルブライト法律事務

所）入所
2001年７月 弁理士登録
2003年３月 辻本法律特許事務所入所 副所長就任
2006年３月 ニューヨーク州弁護士登録
2006年４月 国立大学法人山口大学客員教授（現任）
2009年１月 辻本法律特許事務所 所長就任（現任）
2020年11月 当社社外取締役就任（現任）

0株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
辻本希世士氏は、弁護士・弁理士としての専門知識と見識を有しており、2020年の取締役就任以

来、当社の知的財産・法務分野において助言等をいただいております。これまでの実績から、今後も
当社の経営に対する助言等をいただけるとが期待できるため、引き続き選任をお願いするものであり
ます。なお、当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって２年となります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．辻本希世士氏は、社外取締役候補者であります。
３．辻本希世士氏の選任が承認された場合は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第1
項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令が定める額としております。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、監査等委員である取締役３名の再任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社に

おける地位 取締役会出席率 監査等委員会
出席率 候補者の属性

１ 石
いし
田
だ
泰
やす
一
かず 取締役

（常勤監査等委
員）

100％
（19回中19回）

100％
（10回中10回） 再任

２ 岩
いわ
﨑
さき
文
ふみ
夫
お 社外取締役

（監査等委員）
100％

（19回中19回）
100％

（13回中13回） 再任 社外 独立役員

３ 山
やま
元
もと
教
のり
有
なり 社外取締役

（監査等委員）
100％

（19回中19回）
100％

（13回中13回） 再任 社外 独立役員
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

１

石
いし
田
だ
泰
やす
一
かず

（1955年12月12日）

再任

1980年４月 鐘紡株式会社（後にカネボウ株式会社に社名変
更）入社

1998年４月 同社 フィラメント事業部大阪販売部部長就任
2004年11月 同社 フィラメント事業部長就任
2005年７月 KBセーレン株式会社へ転籍取締役就任
2008年７月 同社 監査役就任
2012年９月 エム・テクニック株式会社 入社
2013年９月 ピコエイダ株式会社 入社
2014年２月 当社 入社
2014年４月 当社 管理統括室長就任
2014年11月 当社 取締役執行役員就任
2021年11月 当社 取締役(監査等委員)就任(現任)

0株

（取締役候補者とした理由）
石田泰一氏は、事業会社における経営管理部門における豊富な経験と知識を有しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。また2014年に当社に入社してから管理統括室長とし
て経営基盤の強化に尽力しており、当社に対する理解も深く、2021年に当社監査等委員に就任後、当
社の経営に対する助言等をいただいております。今後も、当社の経営に対する助言等をいただけると
が期待できるため、引き続き選任をお願いするものであります。

２

岩
いわ
﨑
さき
文
ふみ
夫
お

（1948年９月24日）

再任 社外 独立役員

1972年４月 阪急電鉄 入社
1996年６月 阪急タクシー株式会社取締役就任
2007年４月 同社代表取締役社長就任
2009年６月 能勢電鉄株式会社代表取締役常務就任
2010年４月 学校法人宝塚音楽学校理事・校長就任
2014年11月 当社 監査役就任
2018年11月 当社 取締役（監査等委員）就任（現任）

8,000株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
岩﨑文夫氏は、多くの企業で経営に携わってきた経験と高度な知識を有しており、当社の取締役の

職務執行に対する監督及び当社の経営に対する助言等をいただくことを期待しております。なお、本
定時株主総会の終結の時をもって、在任期間は、当社監査役としての在任期間４年、当社監査等委員
である社外取締役としての在任期間４年の計８年となります。
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

３

山
やま
元
もと
教
のり
有
なり

（1972年８月11日）

再任 社外 独立役員

1996年４月 澤電気機械株式会社 入社
2013年４月 当社 監査役就任
2016年10月 澤電気機械株式会社 営業部副部長就任（現

任）
2018年11月 当社 取締役（監査等委員）就任（現任）

16,000株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
山元教有氏は、中小企業診断士としての専門的見地から、当社の取締役の職務執行に対する監督及

び当社の経営に対する助言等をいただくことを期待しております。なお、本定時株主総会の終結の時
をもって、在任期間は、当社監査役としての在任期間５年、当社監査等委員である社外取締役として
の在任期間４年の計９年となります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．岩﨑文夫氏、山元教有氏は、社外取締役候補者であります。
３．石田泰一氏、岩﨑文夫氏及び山元教有氏の選任が承認された場合は、会社法第427条第１項の規定
に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠
の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、大野篤氏の選任の効力につきましては、就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、
取締役会の決議により、その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
なお、本議案に関しましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。
ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の 株 式 数

大
おお
野
の

篤
あつし

（1963年３月29日）

1986年４月 三菱重工業株式会社 入社
1987年６月 日興証券株式会社（現 SMBC日興証券株式会社）入社
2009年２月 株式会社東京証券取引所グループ（現 株式会社日本取

引所グループ）入社
2014年５月 リーディング証券株式会社入社

常務執行役員投資銀行本部長就任
2017年１月 合同会社ユア・ロード設立 代表社員就任（現任）
2017年10月 キスソニックス株式会社社外監査役就任
2017年11月 当社監査役就任
2018年６月 株式会社OKINAWA J-Adviser（現 株式会社OJAD）

取締役就任
2018年６月 スタートリー株式会社社外取締役就任
2018年11月 当社社外取締役・監査等委員就任
2020年７月 Metaホールディングス株式会社社外監査役就任
2021年１月 株式会社クラウド・マーケティング社外監査役就任

（現任）
2021年６月 株式会社ナンガ 社外監査役就任（現任）
2021年12月 テラクラウド株式会社 社外監査役就任（現任）

4,000株

（補欠の社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
大野篤氏は、過去に当社監査等委員として、東証マザーズ新規上場時に御尽力いただいた経緯もあり、当社

のことを既に熟知している点、また、監査等委員である社外取締役の大野篤氏は、証券会社での株式公開業務
などの経験と知識を有し、その知識、経験に基づく広範な知識を有しており、企業の経営体制や株式公開に向
けて必要な事項に関して、取締役会や経営会議の場で、その専門的見地からの有効な助言を行っていただくこ
とを期待しております。このような同氏の知識と経験に基づき的確な監査をしていただくことができると判断
したため、補欠の監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。
（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．大野篤氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．大野篤氏が社外取締役に就任した場合は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1
項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令が定める額としております。

以 上
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[ご参考]本定時株主総会終結後の取締役会メンバーのスキル・マトリックス

No 内外 氏名

スキル・マトリックス

企業経営
企業戦略

営業戦略
マーケテ
ィング

研究開発 知財戦略
法務
コンプラ
イアンス

財務戦略
会計 人事労務

取締役

1 内 鈴木 規之 ○ ○ ○ ○

2 内 熊本 尚樹 ○ ○

3 内 加藤 栄多郎 ○

4 内 山本 和矢 ○ ○ ○

5 外 辻本 希世士 ○ ○

取締役
監査等
委員

1 内 石田 泰一 ○ ○ ○

2 外 岩﨑 文夫 ○

3 外 山元 教有 ○ ○ ○

スキル項目 ○印をつける理由

企業経営・企業戦略 企業経営・企業の重要な意思決定に携わった経験等を踏まえ、経営戦略策定に
貢献

営業戦略・マーケティング 国内外のマーケットのトレンドの把握、営業戦略の決定において経営に貢献

研究開発 新技術の研究開発において経営に貢献

知財戦略 事業に則った知財戦略の立案と発明で経営に貢献

法務・コンプライアンス 法務・コンプライアンスに関する経験・知見を踏まえて経営に貢献

財務戦略・会計 財務、会計、税務に関する経験・知見を踏まえて経営に貢献

人事労務 人事・労務に関する経験・知見を踏まえて経営に貢献
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（添付書類）
事 業 報 告

（2021
2022

年
年
９
８
月
月
１
31
日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスによる影響を受けつつも、
徐々に以前の状態を取り戻し、社会経済活動も戻りつつあります。しかしながら、その状態
は新型コロナウイルス前に戻るものではなく、長期化した新型コロナウイルスによって根本
的に変化した行動様式を前提としたものへと変化しており、今後はその定着化が進んでいく
ものと推察しております。
このような経済環境のもと、当社グループは「モノ認識」と「モバイル」を軸とした事業
展開を行ってまいりました。バーコードリーダー、RFIDリーダー／ライター、赤外線通信
リーダーなどの「AsReader」の販売と、当該製品を活用するためのアプリケーションやシ
ステムの提供により、お客様のＤＸを推進、省力化・効率化を進めてまいりました。また、
次期主力製品とするべく画像認識技術（人検出・動体追跡、顔認証など）の研究・開発を進
めております。人検出・動体追跡技術を用いた製品につきましては、2022年４月に稼働を
開始しており、今後、さらなく拡販を目指しております。顔認証技術を用いた製品
「AsReader GoMA」につきましては、2023年８月期中の販売開始を目標に、開発を進め
ております。
さらに、中長期的な成長を維持する観点から、営業・研究開発・広報・管理面での人材強
化や、大きなシナジーを生む可能性のある企業との資本業務提携、新たなDX提案に向けた
研究開発の促進をはかってまいりました。
これらの結果、当連結会計年度の売上高は2,407百万円（前期比34.3％増加）、営業利益
は400百万円（前期比76.6％増加）、経常利益は473百万円（前期比98.3％増加）、親会社
株主に帰属する当期純利益は322百万円（前期比85.5％増加）となりました。
セグメント別の経営成績につきましては以下のとおりであります。
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（セグメント別の経営成績）
①AsReader事業

区 分
前 期

（2021年８月期）
（百万円）

当 期
（2022年８月期）
（百万円）

前期比増減（△）
金 額
（百万円）

増減率
（％）

売上高 1,467 1,992 525 35.8
セグメント利益 366 576 209 57.2
AsReader事業の連結売上高は1,992百万円(前連結会計年度比35.8％増)、セグメント利
益は576百万円(前連結会計年度比57.2％増)となりました。当社主力商品である
「AsReader」の販売では、一部導入時期が遅れている案件もありますが、国内向けについ
ては、小売業界向けの新規導入、製造業界、自動販売機業界、医療業界への販売が概ね堅調
に推移したことに加え、防水対応の附属品販売や海外用途でのRFID関係の特需があり、ま
た先述のように次期主力製品である人検出・動体追跡技術を用いたセミセルフレジシステム
の導入及び、製品や特定の形状の製品をカウントするアプリケーションの販売が始まりまし
た。海外向けについては、飲料メーカーへの大口納入がありました。

②システムインテグレーション事業

区 分
前 期

（2021年８月期）
（百万円）

当 期
（2022年８月期）
（百万円）

前期比増減（△）
金 額
（百万円）

増減率
（％）

売上高 325 414 89 27.4
セグメント利益 39 29 △9 △25.5
システムインテグレーション事業の連結売上高は414百万円(前連結会計年度比27.4％
増)、セグメント利益は29百万円(前連結会計年度比25.5％減)となりました。ソフトウエア
の受託開発について受注を積み重ねるとともに利益体質の構築を目指してまいりました。小
売業界、アパレル業界、物流業界、自動販売機業界向けシステム開発の受注、納品があり、
概ね堅調に推移しましたが、一部進捗が遅れている案件について、予定原価が受注金額を超
過する見込みとなり受注損失引当金を計上いたしましたが、セグメント利益については29
百万円を計上することができました。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は402,217
千円であります。その主なものは次のとおりであります。
・生産管理・研究開発施設建設費用 380,076千円
・金型等生産設備 11,587千円

（3）資金調達の状況
当社は、2021年９月30日をもって東京証券取引所マザーズ市場に上場し、これに伴う公
募増資及びオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資により、総額
1,221,990千円の資金調達を行いました。また、当社は機動的かつ安定的な運転資金の調達
を行うため、取引銀行４行と総額350,000千円の当座貸越契約を締結しており、当連結会
計年度末における借入実行残高はございません。
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（4）財産及び損益の状況

区 分 第 13 期
（2019年８月期）

第 14 期
（2020年８月期）

第 15 期
（2021年８月期）

第 16 期
（当連結会計年度）
（2022年８月期）

売 上 高（千円） 1,144,765 1,398,155 1,792,912 2,407,387
経 常 利 益（千円） 54,852 101,510 238,850 473,724
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 71,973 68,970 173,856 322,542
１株当たり当期純利益（円） 14.06 13.47 33.96 46.82
総 資 産（千円） 739,390 1,056,515 1,479,719 2,519,553
純 資 産（千円） 228,387 296,714 472,917 2,072,219
１株当たり純資産額（円） 44.61 57.95 92.37 293.71
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、また1株当たり純資産額については期末

発行済株式総数に基づき算出しております。
２．１株あたり当期純利益及び１株当たり純資産額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示してお
ります。

３．当社は、2021年11月26日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、第
13期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算
定しております。

４．当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を適
用しており、第16期に係る数値等については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しており
ます。
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（5）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
持株比率 主 要 な 事 業 内 容

大連明日星科技有限公司 379千人民元 100.0％ システムインテグレーション事業
AsReader事業

AsReader,Inc. 50,000米ドル 100.0％ AsReader事業
AsReader Europe B.V. 50,000ユーロ 100.0％ AsReader事業
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（6）対処すべき課題
今後の経済環境は『１．企業集団の現況に関する事項（1）事業の経過及びその成果』に
記載のとおり、依然として先行きは不透明な状況が続くものと見込まれます。このような環
境のなか、当社は今後もさらに事業を拡大させ、新しい付加価値を創出していくために、以
下の項目に取り組んでまいります。

①製造に関する課題
当社の主力製品であるAsReaderシリーズは、全て海外の生産委託協力会社にEMS生産に
より製造委託をしております。このため、急な生産変更が困難であり、適宜適切な需要把握
に基づく計画的な生産が必要になっております。また、世界経済情勢の変化に伴う為替変動
のリスクが常に介在し、原価構造が悪化する可能性があります。

②営業手法の転換
ハードとソフトを融合した事業展開を目指すことが、当社にとって総合力を発揮し、他社
に対する優位性を活かす大きな武器と考えており、この融合による業務改革のソリューショ
ン提案、具体的には課題に即したシステムの構築や統合、ニーズに対応するアプリやハード
の提供につなげることが事業基盤の強化につながります。統合したソリューションとして提
案する課題解決ベンダーとして、既存のシステム開発会社やシステムコンサルタント、或い
は自動認識機器メーカーといった従来のビジネス領域に対して、当社は全てを提供できるワ
ンストップ課題解決ベンダーとしての展開を行っております。
また当社はB to Bの領域で、高い専門性を活かして業務上の課題解決策を提供するため、
エンドユーザーへの直接営業を主にしてきましたが、全国展開、グローバル展開を遂行する
上での課題であった、営業網の脆弱さを強化する目的で、伊藤忠紙パルプ株式会社との資本
業務提携や、大手携帯電話キャリアとの業務提携、その他代理店網を構築し、広範囲な営業
網を通じて、独自の自動認識ソリューションを全国の企業へとアプローチしてまいります。

③グローバル市場の開拓と海外管理体制の強化
当社の主力製品であるAsReaderシリーズの市場は、米国、欧州を中心に海外に大きく広
がっていくと予想しております。事業拡大のためにはこの市場の攻略が不可欠であります。
米国については、米国子会社でありますAsReader,Inc.が販売拠点となり、病院などの医療
機関向けやイベント会社向け、米国海軍向け、警察署向け、牧場での家畜管理向け、飲料メ
ーカー向けなどに販路を形成しております。欧州については、オランダにあります子会社
AsReader Europe B.V.が代理店開拓を行い販売網の構築を目指す他、当社からの人員派遣
等も含めた総合的な対応を検討しております。アジア地域は、中国の大連市にある子会社の
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大連明日星科技有限公司を安定した販売拠点として確立する予定であり、引き続き、中国、
台湾を中心にさらなる市場開拓を進めてまいります。
今後、海外での安定した販売網を構築し、業務用自動認識機器需要のボリュームゾーンを
狙うにあたり、エリア・マーケティングも必要になってまいります。そのポイントとしては
①ターゲット市場の明確化②最適販路の設定③現地適合商品の開発が重要になります。特
に、現地適合商品の開発は、欧米の巨大市場を攻略する際には重要であり、そのための開発
体制の強化が必要不可欠であります。国ごとの品質基準の違いに対応した品質保証の体制構
築や、それぞれの国の市場特性に合った、現地商品に対抗できる商品開発のための社内体制
構築が課題であると考えております。課題の解決に向けて、海外における主要展示会に参加
し、多方面のユーザーからの様々な要求や商品への要望及び機能的な訴求点を確認し、開発
の指針としております。また、グローバル管理体制の構築が重要課題であり、現在、基幹シ
ステムや会計システム等の海外との連携による管理強化に取り組んでおります。

④新技術（自動認識技術）の深耕と新商品の上市
当社は常に顧客であるエンドユーザーのニーズを調査し、ニーズを満たす製品販売に向け
た技術開発、商品開発を推進しており、その展開を拡大することにより収益を確保し、持続
的な成長につなげてまいります。自動認識技術の深耕が将来のコアコンピタンス（企業の中
核となる強み）になると考え、特許などの取得にも注力し、当該技術を用いた新商品の販売
により、社会に新しい価値を提供してまいります。また、画像認識技術としては、人物認識
や顔認証技術についての開発が進み、人物認識を用いたソリューションは2022年8月期に
上市、顔認証技術を用いたソリューションは2023年8月期中に上市する予定としておりま
す。他にもシンボル分析（バーコードやQRコード、その他記号の分析）などを中心に研究
し、ロジカルなアルゴリズムに加え、AI（人工知能）での機械学習やディープラーニング
（深層学習。人間が自然に行うタスクをコンピューターに学習させる機械学習の手法のひと
つ）などの活用により、画像認識の精度を上げてきました。バーコードやRFIDで蓄積して
きた画像認識技術とセンサー技術を融合することにより、自動認識を用いたDX（デジタル
トランスフォーメーション、デジタル技術による変容）が可能となります。

⑤RFID市場での知名度の向上
当社がRFIDリーダー／ライターを発表した2014年７月から約８年が経過しましたが、市
場における当社知名度はまだ高いとはいえない状況にあります。今後、既存製品について他
社製品との差別化をさらに進め、またRFIDリーダーの使用により製商品の個品管理を可能
にするアプリケーションAs Force（アズフォース）等をソリューション・ツールとして市
場に投入、各種展示会出展やAsReader Conference（当社単独で開催しており、
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AsReaderの導入先活用事例や自動認識技術についての説明、最新のRFタグ情報の提供な
ど、AsReader新製品情報や海外事例の説明等を行う発表会）の開催などを通じて、当社の
強みのアピール、RFID市場における知名度の向上をはかってまいります。

⑥地域密着型営業活動の推進
当社は、地域に密着した個別営業による素早い顧客サービスが重要であると考えており、
それらを徹底することとしています。その一環として、2020年11月に名古屋営業所を開設
しておりますが、今後も、顧客満足度の向上と事業発展のため、順次、営業所を開設し、全
国のお客様に満足していただける体制の構築をはかってまいります。

⑦ストックビジネスの拡大
当社では、これまで都度提供されていたメンテナンスに関する年間保守契約について見直
しを行い、顧客の細かなニーズに応えるべくAsReader Care Selectとしてサービスを開始
し、新規契約を推進する他、既存システムにも連携して在庫管理やPOSレジを可能にするア
プリケーションAsReader Apps（アズリーダーアップス）の拡大、及び顔認証技術である
AsReader One（アズリーダーワン）を用いたスマートロックアプリケーションAsReader
GoMA（アズリーダーゴマッ）の月額課金によるサービスの開始など、ストックビジネス
の構築、推進をはかってまいります。

⑧特許戦略の構築
当社では、特許や技術ノウハウなどの知的財産は、重要な経営資源であるという認識のも
と、知的財産戦略を定め、新規市場と新規顧客開拓のための知的財産マネジメントの充実を
推進してまいります。
権利化については、営業・開発・生産・管理が一体となった知的財産戦略活動により、知
的財産権の出願、権利化などを推進し、知的財産権の積極的活用により、市場における優位
性の確保をはかってまいります。また、第三者特許の侵害を防ぐための施策を定め、リスク
回避に向けた取り組み、体制を構築しております。さらに、知的財産活動のレベル向上のた
め、顧問弁理士による特許勉強会なども実施しております。

⑨人材の確保
当社は少人数で効率的な組織運営を行ってまいりましたが、今後の事業規模の拡大を考え
た場合、優秀な人材の確保を経営の重要課題としております。人材採用においては、当社の
経営理念への共感、意欲、業務推進能力を兼ね備えた即戦力の中途採用や新卒者の定期採用
を行ってまいります。
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⑩内部管理体制の強化
当社は、現状、小規模な組織であり、業務執行体制もこれに応じたものになっておりま
す。今後、企業価値の継続的な増大をはかるにあたっては、業務執行体制の充実をはかり、
コーポレート・ガバナンスが有効に機能するような仕組みを強化・維持していくことが不可
欠であると認識しております。そのため、業務の適正性及び財務報告の信頼性の確保のため
の内部統制システムの適切な運用、さらに健全な倫理観に基づく法令遵守を徹底してまいり
ます。

⑪リスクマネジメントへの取り組み
近年、想定しない規模で自然災害や感染症等が発生しており、かかる環境下において事業
継続計画（BCP）の重要性が増しております。大規模な自然災害が発生した場合でも、被害
を最小限にとどめ、復旧までの時間を最小限におさえて業務を継続できるよう、業務インフ
ラ、緊急時連絡体制、本社屋をはじめとする各設備の見直しを行ってまいります。また、新
型コロナウイルス感染症のようなパンデミックの発生に際しては社会全体での取り組みが必
要となりますが、当社としても、感染症の発生初期→感染拡大期→蔓延期→回復期を想定
し、役員、従業員に向けて適切な対策を検討・実施してまいります。
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（7）主要な事業内容（2022年８月31日現在）
当社グループの主要な事業は、AsReader事業及びシステムインテグレーション事業であ
ります。

区 分 事 業 内 容

AsReader事業
バーコードリーダー、RFIDリーダー／ライター、赤外線通信
リーダー、画像認識ソリューションの開発、設計、製造、販
売、保守

システムインテグレーション事業 システム開発、構築、保守

（8）主要な営業所（2022年８月31日現在）
① 当社の主要な事業所及び工場
名 称 所 在 地

本社 大阪市淀川区
東京事業所 東京都中央区
名古屋営業所 名古屋市中区

② 子会社の事業所
名 称 所 在 地

大連明日星科技有限公司 中国 大連市
大連明日星科技有限公司 深圳分公司 中国 深圳市
AsReader,Inc. アメリカ ポートランド
AsReader Europe B.V. オランダ ロッテルダム
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（9）従業員の状況（2022年８月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
AsReader事業 35（13）名 １名増（－）
システムインテグレーション事業 42（2）名 ３名増（１名増）
全社（共通） 12（5）名 ２名増（２名増）

合 計 89（20）名 ６名増（３名増）
（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属する
従業員であります。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
56名 (18名) ６名増 (３名増) 40.6歳 4.6年

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に外数で記載しております。

（10）主要な借入先の状況（2022年８月31日現在）
記載すべき事項はありません。

（11）その他企業の現況に関する重要な事項
記載すべき事項はありません。
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２．会社の現況
（1）株式の状況（2022年８月31日現在）
① 発行可能株式総数 28,200,000株

② 発行済株式の総数 7,055,400株

③ 株主数 7,079名

④ 大株主
株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）

トリプルウィン株式会社 3,200,000株 45.4
伊藤忠紙パルプ株式会社 278,300株 3.9
鈴木規之 162,000株 2.3
野村證券株式会社 122,200株 1.7
熊本尚樹 121,000株 1.7
三菱UFJキャピタル５号投資事業有限責任組合
無限責任組合員 三菱UFJキャピタル株式会社 120,000株 1.7

薛文宝 60,000株 0.9
松島裕一郎 51,000株 0.7
大川貴之 31,000株 0.4
株式会社ＳＢＩ証券 30,446株 0.4

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

⑥ その他株式に関する重要な事項
記載すべき事項はありません。
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⑦ 会社の新株予約権等に関する事項
ⅰ 当事業年度末における当社役員の新株予約権の保有状況

発行決議の日 新株予約権の数
（個）

目的となる株式の
種類及び数（株） 発行価額

第１回新株予約権 2015年６月１日 5,100 普通株式 20,400 無償
第２回新株予約権 2016年10月24日 2,000 普通株式 8,000 無償
第３回新株予約権 2019年２月１日 1,000 普通株式 4,000 無償
第４回新株予約権 2021年１月15日 5,000 普通株式 20,000 無償

上記新株予約権のうち当社役員の保有状況

名 称 目的である株式の
種類及び数（株）

保有者数
（名）

取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く）

第１回新株予約権 普通株式 20,400 １
第２回新株予約権 普通株式 8,000 １
第３回新株予約権 普通株式 4,000 １
第４回新株予約権 普通株式 12,000 ３

社外取締役（監査等委員を除く） 第４回新株予約権 普通株式 4,000 １
監査等委員 第４回新株予約権 普通株式 4,000 １

ⅱ 当事業年度中に職務の執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権の状況
記載すべき事項はありません。

ⅲ その他新株予約権等に関する重要な事項
記載すべき事項はありません。
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（2）会社役員の状況
① 取締役の状況
会社における地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況

代表取締役執行役員社長 鈴木規之
大連明日星科技有限公司董事長
AsReader,Inc.取締役CEO
AsReader Europe B.V. CEO

取締役執行役員生産技術室 熊本尚樹
取締役執行役員事業部長 加藤栄多郎
取締役執行役員管理統括室長 山本和矢

社外取締役 辻本希世士(注)１(注)2 辻本法律特許事務所 所長
国立大学法人山口大学客員教授

取締役（常勤監査等委員） 石田泰一(注)4
社外取締役（監査等委員） 岩﨑文夫(注)１
社外取締役（監査等委員） 山元教有(注)１(注)3 澤電気機械株式会社 営業部副部長
（注）１．取締役辻本希世士氏、岩﨑文夫氏、山元教有氏は、社外取締役であります。

２．取締役辻本希世士氏は、弁護士として企業法務に精通しており、また弁理士として知的財産権にも
精通しており、企業法務及び知的財産権に関する相当程度の知見を有するものであります。

３．取締役山元教有氏は、中小企業診断士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

４．監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集、重
要な社内会議における情報共有、会計監査人との情報交換及び内部監査室と監査等委員会との十分
な連携を可能とすべく、石田泰一氏を常勤の監査等委員として選定しております。

② 責任限定契約の概要
当社は取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との間で賠償責任を法令に定める
最低責任限度額に限定することができる旨を定款に定めております。本書提出日現在、会
社は取締役辻本希世士氏、石田泰一氏、岩﨑文夫氏、山元教有氏との間で、職務を行うに
あたり善意でかつ重大な過失がないときは会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
を損害賠償責任限度額とする旨の契約を締結しております。



― 29 ―

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
該当事項はありません。

④ 取締役の報酬等
ⅰ 役員報酬に関する基本方針
会社への貢献度、今後の役割と期待等を参考に報酬を決定しております。また、客観

性、透明性の高い報酬体系とするため、取締役会より取締役の個人別の報酬等の決定に
ついて委任を受けた、社外取締役が委員の過半数を占める「報酬委員会」の決議により
公正に決定しております。
なお、取締役の個人別の報酬等の決定について報酬委員会に委任した理由は、取締役

の人事・処遇に係る運営の透明性を高め、経営機構の健全性を維持する目的から、独立
性の高い構成となっている報酬委員会が適していると判断したためであります。
ⅱ 取締役の報酬等の体系
月額報酬（固定報酬）によって構成しております。

ⅲ 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
2020年11月28日開催の第14期定時株主総会において、以下のとおり決議いただい

ております。なお、当該定時株主総会時点の取締役（監査等委員であるものを除く。）の
員数は５名（うち社外取締役１名）であります。
・月額報酬（固定報酬）の総額は、年額100,000千円以内（ただし、使用人分給与は
含まない。）としております。また、2021年１月５日開催の臨時株主総会において、
上記報酬とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する新株予約権
の付与のための報酬額として年額9,200千円以内と決議いただいております。なお、当
該臨時株主総会終結時点での取締役（監査等委員を除く。）の員数は５名（社外取締役
は１名）であります。

ⅳ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針につきましては、次のとおりでありま
す。なお、本決定方針をもとに「報酬委員会」において個人別の報酬等の内容が決議さ
れます。
【月額報酬（固定報酬）について】
・月額報酬の額は、前記株主総会において承認された範囲内で、職責や世間水準を勘
案して決定しております。
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・月額報酬を与える時期は、取締役の任期（選任後１年以内に終結する事業年度のう
ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで）中の毎月としております。

ⅴ 取締役の個人別の報酬等の決定方法
取締役の個人別の報酬等を決定するにあたっては、取締役会より委任を受けた「報酬
委員会」でその内容について審議し、決議することとしております。なお、報酬委員会
は、鈴木規之(代表取締役執行役員社長(委員長))、辻本希世士(社外取締役)、岩﨑文夫
(社外取締役・監査等委員)、山元教有(社外取締役・監査等委員)の４名で構成する委員
会になります。報酬委員会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。)の個別の報酬
について、透明性及び公平性を確保する目的で設置され、職務、成果及び貢献度等を総
合的に判断し、個別の報酬に関する審議を行い、決定しております。報酬委員会は、原
則として定時株主総会終了後に開催しております。
ⅵ 取締役の個人別の報酬等の内容が上記決定方針に沿うものと取締役会が判断した理由
社外取締役が過半数を占める「報酬委員会」において、審議及び決定が行われている

ことから、同決定内容は、上記の決定方針に沿うものであると判断しております。
ⅶ 取締役（監査等委員）の報酬についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員）の報酬等の限度額は、2020年11月28日開催の第14期定時株

主総会において、年額30,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会
終結時点での取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は２名）でありま
す。
ⅷ 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分
報酬等の
総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
員数
（名）固定報酬 業績連動報酬等 譲渡制限付

株式報酬
取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）
（うち社外取締役）

25,590
（2,070）

25,590
（2,070）

―
（―）

―
（―）

６
（１）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

6,300
（3,300）

6,300
（3,300）

―
（―）

―
（―）

４
（３）

合 計
（うち社外役員）

31,890
（5,370）

31,890
（5,370）

―
（―）

―
（―）

９
（４）

（注）１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与
は含まれておりません。
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２．当事業年度末（2022年８月31日）時点における取締役の在籍人員は８名（取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）５名、取締役（監査等委員）３名）であります。

⑤ 社外役員に関する事項
ⅰ 重要な兼職先と当社との関係
社外取締役 辻本希世士氏は、国立大学法人山口大学客員教授であり、国立大学法人
山口大学と当社との間には、取引その他特別な関係はありません。
社外取締役（監査等委員）山元教有氏は、澤電気機械株式会社従業員であり、澤電気
機械株式会社と当社との間には、取引その他特別な関係はありません。

ⅱ 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 取締役会
出席回数

監査等委員会
出席回数 発 言 状 況

社外取締役 辻本希世士 19/19 －

当事業年度の開催の取締役会の
全てに出席し、弁護士・弁理士と
しての法律・知的財産権に関する
経験と知識を有し、その専門的見
地からの有効な助言を行っており
ます。

社外取締役
（監査等委員） 岩﨑文夫 19/19 13/13

当事業年度の開催の取締役会及
び監査当委員会の全てに出席し、
経営者としての経験と知識を有し
ていることから、その知識、経験
に基づく経営全般の助言を行って
おります。

社外取締役
（監査等委員） 山元教有 19/19 13/13

当事業年度の開催の取締役会及
び監査当委員会の全てに出席し、
中小企業診断士としての財務、会
計に関する相当程度の知識を有し
ていることから、その専門的見地
からの有効な助言を行っておりま
す。

また、会議では、それぞれ積極的に発言をしており、そこでは妥当性、適法性だけで
なく、経営の効率性という観点から発言をしています。なお、経営会議へは、全社外取
締役が全て出席しております。
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（3）会計監査人に関する事項
① 名称 ＰｗＣ京都監査法人

② 会計監査人としての報酬等の額
監査証明業務に基づく報酬 (千円) 非監査証明業務に基づく報酬 (千円)

当 社 15,800 ―
連結子会社 ― ―
合 計 15,800 ―

（注）１．当社の子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
２．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記②の金額にはこ
れらの合計額を記載しております。

③ 監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由
取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査等委員会が同意を
した理由は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」及び
「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえ、会計監査
人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員配置等の内容、前年度の
監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積の
算出根拠及び当社の事業規模や事業内容に照らして適切かどうかについて上場企業の監査
報酬額との比較を行う等、総合的に検証した結果を踏まえ、同意しております。

④ 会計監査人の選定理由及び解任・不再任の方針
当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当し、改
善の見込みがないと認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が
会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし
ます。また、監査等委員会は、上記の場合のほか、会計監査人の独立性及び専門性、並び
に会計監査人の職務の執行に関する状況等を総合的に勘案し、その必要があると判断した
場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会議案の内容を決定する方針で
す。
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（4）業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会
社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する体制
についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
ⅰ取締役及び執行役員は、企業倫理の確立並びに取締役及び使用人による法令、定款及び
社内規程の遵守の確保を目的として制定した「アスタリスクグループ倫理規程」及び
「コンプライアンス規程」を率先垂範するとともに、その遵守の重要性につき繰り返し
情報発信することにより、その周知徹底をはかる。
ⅱ管理統括室総務セクションは、「アスタリスクグループ倫理規程」及び「コンプライア
ンス規程」の周知徹底のための活動を行い、内部監査担当は、アスタリスクグループに
おける法令、定款及び社内規程の遵守状況の監査、問題点の指摘及び改善策の提案等を
行う。
ⅲ取締役は、重大な法令違反その他法令及び社内規程の違反に関する重要な事実を発見し
た場合には、直ちに監査等委員会に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告
する。
ⅳ監査等委員及び第三者機関を情報提供先とする内部者通報制度「内部通報制度運用規
程」の利用を促進し、アスタリスクグループにおける法令違反又は「アスタリスクグル
ープ倫理規程」及び「コンプライアンス規程」の違反又はそのおそれのある事実の早期発
見に努める。
ⅴ市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するととも
に、これら反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙
げて毅然とした態度で対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
ⅰ情報セキュリティについては、「セキュリティ規程」及び「個人情報保護規程」に基づき、
情報セキュリティに関する責任体制を明確化し、情報セキュリティの維持・向上のため
の施策を継続的に実施する。情報セキュリティに関する具体的施策については、「コン
プライアンス・情報セキュリティ委員会」で審議し、アスタリスクグループ全体で横断
的に推進する。
ⅱ取締役及び使用人の職務に関する各種の文書、帳票類等については、適用ある法令及び
「文書管理規程」に基づき適切に作成、保存、管理する。
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ⅲ株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、重要事項に関する決裁など、取締
役の職務の執行に必要な文書については、取締役が常時閲覧することができる方法で保
存、管理する。
ⅳ個人情報については、法令及び「個人情報保護規程」に基づき厳重に管理する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ事業部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを
選定したうえで、具体的な対応方針及び対策を決定し、適切にリスク管理を実施する。
ⅱスタッフ部門は、その担当事項に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリス
クを選定したうえで、具体的な対応方針及び対策を決定し、リスク管理を適切に実施す
るとともに、担当事項に関して事業部門及び子会社が行うリスク管理を横断的に支援す
る。
ⅲ事業部門及びスタッフ部門は、自部門の業務の適正又は効率的な遂行を阻害するリスク
を洗い出し、適切にリスク管理を実施する。
ⅳコンプライアンス・情報セキュリティ委員会は、リスク管理に関する重要な事項を審議
するとともに、アスタリスクグループのリスク管理の実施について監督する。
ⅴ経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項について
は、経営会議において十分な審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会にお
いて報告する。
ⅵ事業部門及びスタッフ部門は、アスタリスクグループの事業に関する重大なリスクを認
識したとき又は重大なリスクの顕在化の兆しを認知したときは、速やかに管掌取締役に
その状況を報告するとともに、特に重要なものについては、取締役会及び監査等委員会
に報告する。
ⅶアスタリスクグループのリスク管理体制及びリスク管理の実施状況については、内部監
査担当と連携して監査を行う。

④ 取締役の職務執行の効率性の確保に関する体制
ⅰ取締役会は、執行役員に対して権限委譲を行い、事業運営に関する迅速な意思決定及び
機動的な職務執行を推進する。
ⅱ取締役会は、原則として月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動
的な意思決定を行う。
ⅲ取締役会は、アスタリスクグループのローリングプラン（中期経営目標）並びにマスタ
ープラン（年間計画）を決定し、その執行状況を監督する。
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ⅳ執行役員は、取締役会で定めたローリングプラン及びマスタープランに基づき効率的な
職務執行を行い、その進捗状況については、事業責任者会議及び経営会議で確認し、取
締役会に報告する。
ⅴ取締役の職務執行状況については、適宜、取締役会に報告する。
ⅵ執行役員その他の使用人の職務権限の行使は、「職務権限規程」及び「稟議規程」に基
づき適正かつ効率的に行う。

⑤ アスタリスクグループにおける業務の適正を確保するための体制
ⅰ当社は、「アスタリスクグループ倫理規程」を通じて、子会社の遵法体制その他その業
務の適正を確保するための体制の整備に関する指導及び支援を行う。
ⅱ当社は、アスタリスクグループにおける経営の健全性及び効率性の向上をはかるため、
各子会社について、取締役を必要に応じて派遣するとともに、重要な案件は経営会議で
審議し、当社主管部門である管理統括室は、子会社の事業運営に関する重要な事項につ
いて子会社から報告を受け、協議を行う。
ⅲアスタリスクグループにおける経営の健全性の向上及び業務の適正の確保のために必要
なときは、子会社の事業運営に関する重要な事項について、子会社の職務権限規程に則
り当社の承認を必要とするほか、特に重要な事項については当社の経営会議での審議及
び取締役会への付議を行う。
ⅳ管理統括室は、子会社がその業務の適正又は効率的な遂行を阻害するリスクを洗い出
し、適切にリスク管理を行えるよう指導及び支援する。
ⅴ内部監査担当は、業務の適正性に関する子会社の監査を行う。
ⅵ監査等委員は、往査を含め、子会社の監査を行うとともに、アスタリスクグループにお
ける業務の適正の確保のため、内部監査担当と意見交換等を行い、連携をはかる。
ⅶ当社は、アスタリスクグループにおける業務の適正化及び効率化の観点から、業務プロ
セスの改善及び標準化に努めるとともに、情報システムによる一層の統制強化をはか
る。

⑥ 監査等委員の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事
項
監査等委員が、自らの職務遂行を補助する使用人の設置を希望した場合は、専任スタッ
フを配置する。当該スタッフの人事考課、異動、懲戒等については、監査等委員の承認を
要する。
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⑦ 監査等委員会の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会から職務を補助すべき者として配置された使用人等は監査等委員会から指
示を受けた業務を執行することとし、取締役はそれに基づく当該使用人等の職務の執行を
妨げない。

⑧ 取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関
する体制
ⅰ取締役及び使用人は、監査等委員の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他に関
する報告を行う。また、当社は、子会社の取締役及び使用人が、監査等委員の求めに応
じて、随時その職務の執行状況その他に関する報告を行うよう指導する。
ⅱ管理統括室長は、アスタリスクグループにおける内部者通報制度「内部通報制度運用規
程」の運用状況を確認するとともに、監査等委員に定期的に報告する。また、管理統括
室長及び管理統括室総務セクションマネージャーは、アスタリスクグループの取締役に
「コンプライアンス規程」及び「倫理規程」に違反する事実があると認める場合その他、
緊急の報告が必要な場合は、監査等委員に直ちに報告する。
ⅲ内部者通報制度に基づく通報又は監査等委員に対する職務の執行状況その他に関する報
告を行ったことを理由として、アスタリスクグループの取締役及び使用人に対し不利な
取り扱いを行わない。
ⅳ重要な決裁書類は、監査等委員の閲覧に供する。

⑨ 監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ監査等委員は、取締役会に出席するほか、必要と認める重要な会議に出席する。
ⅱ常勤の監査等委員に対しては、執務環境の独立性に配慮する。
ⅲ監査等委員は、随時経理システム等の社内情報システムの情報を閲覧することができ
る。
ⅳ監査等委員は、月１回定時に監査等委員会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催
し、監査実施状況等について情報交換及び協議を行うとともに、会計監査人から定期的
に会計監査に関する報告を受け、意見交換を行う。
ⅴ監査等委員が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じ
る。
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（5）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
「(4) 業務の適正を確保するための体制」に掲げた業務の適正を確保するための体制を整
備しておりますが、当事業年度（2021年9月１日から2022年8月31日まで）は、以下の具
体的な取り組みを行っております。
①主な会議の開催状況として、取締役会は19回開催され、取締役の職務執行の適法性を
確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、社外取締役が、全ての
取締役会に出席いたしました。その他、監査等委員会は13回、経営会議は51回開催し、
全取締役が全ての経営会議に参加いたしました。
②内部監査担当は、独立した観点から内部監査計画に基づき、当社及びグループ会社の内
部監査を実施しており、法令・定款・社内規程等に違反している事実の有無を検証して
おります。
③監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当
社代表取締役及び他の取締役、内部監査担当、会計監査人との間で意見交換を実施し、
情報交換等の連携をはかっております。内部監査担当は、内部監査計画に基づき、当社
の各部門の業務執行及び子会社の業務の監査を実施いたしました。

（6）会社の支配に関する基本方針
当社は会社の支配に関する基本方針は定めておりません。

（7）親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

（8）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、内部留保の適正化を当面の課題として、今期は剰余金の配当はしない方針です。
今後は、利益の確保により早期に剰余金水準の適正化をはかり、株主に還元していく方針で
あります。
毎事業年度における剰余金の配当については、第２四半期末日を基準日とする中間配当と
期末配当の年２回とし、それぞれの決定機関は取締役会の決議をもって行うことができる
旨、定款に定めております。ただし、当面は、原則として期末配当の決定を株主総会に諮る
こととしています。

以 上
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連 結 貸 借 対 照 表
（2022年８月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売掛金及び契約資産
商 品 及 び 製 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 附 属 設 備
建物附属設備減価償却累計額
車 両 運 搬 具
車両運搬具減価償却累計額
工 具 器 具 備 品
工具器具備品減価償却累計額
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,653,075
936,086
328,675
276,415
44,080
70,723
△2,905
866,477
685,177
1,993
△642
641
△641

134,086
△122,926
292,589
380,076
17,593
12,777
4,816

163,705
104,000
48,914
11,146
△355

流 動 負 債 445,689
買 掛 金 163,265
未 払 金 35,601
未 払 法 人 税 等 116,868
契 約 負 債 53,619
賞 与 引 当 金 43,710
製 品 保 証 引 当 金 17,245
受 注 損 失 引 当 金 4,781
そ の 他 10,597

固 定 負 債 1,643
資 産 除 去 債 務 1,643

負 債 の 部 合 計 447,333

純 資 産 の 部
科 目 金 額

株 主 資 本 2,070,458
資 本 金 789,412
資 本 剰 余 金 779,412
利 益 剰 余 金 501,633

その他の包括利益累計額 1,761
為替換算調整勘定 1,761
純 資 産 の 部 合 計 2,072,219

資 産 の 部 合 計 2,519,553 負債及び純資産合計 2,519,553
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2021
2022

年
年
９
８
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 2,407,387
売 上 原 価 1,320,359

売 上 総 利 益 1,087,027
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 686,823

営 業 利 益 400,204
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 122
雑 収 入 1,286
為 替 差 益 72,243 73,653
営 業 外 費 用
支 払 利 息 23
そ の 他 108 132

経 常 利 益 473,724
特 別 利 益
補 助 金 収 入 981 981
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 474,706
法 人 税 ･ 住 民 税 及 び 事 業 税 152,703
法 人 税 等 調 整 額 △539 152,164
当 期 純 利 益 322,542
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 322,542

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（2021
2022

年
年
９
８
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本 その他の包括
利益累計額

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 為替換算

調整勘定
当期首残高 150,000 140,000 179,091 469,091 3,825 472,917
当期変動額
新株の発行 639,412 639,412 1,278,825 1,278,825
親会社株主に帰属
する当期純利益 322,542 322,542 322,542

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △2,064 △2,064

当期変動額合計 639,412 639,412 322,542 1,601,367 △2,064 1,599,302
当期末残高 789,412 779,412 501,633 2,070,458 1,761 2,072,219
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



― 41 ―

貸 借 対 照 表
（2022年８月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,553,175 流 動 負 債 406,591
現 金 及 び 預 金 719,045 買 掛 金 161,088
売掛金及び契約資産 494,318 未 払 金 34,868
商 品 及 び 製 品 265,327 未 払 費 用 4,751
原材料及び貯蔵品 44,080 未 払 法 人 税 等 100,185
前 渡 金 12,197 預 り 金 2,332
前 払 費 用 3,715 契 約 負 債 50,684
そ の 他 116,547 賞 与 引 当 金 30,653
貸 倒 引 当 金 △102,056 製 品 保 証 引 当 金 17,245

固 定 資 産 867,660 受 注 損 失 引 当 金 4,781
有 形 固 定 資 産 685,346 固 定 負 債 1,643
建 物 附 属 設 備 1,993 資 産 除 去 債 務 1,643
建物附属設備減価償却累計額 △642 負 債 の 部 合 計 408,234
工 具 器 具 備 品 142,142
工具器具備品減価償却累計額 △130,814
車 両 運 搬 具 641
車両運搬具減価償却累計額 △641
土 地 292,589 純 資 産 の 部
建 設 仮 勘 定 380,076 科 目 金 額
無 形 固 定 資 産 21,136 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

2,012,601
789,412

779,412

779,412
443,776
443,776
443,776

ソ フ ト ウ エ ア 16,320
ソフトウエア仮勘定 4,816
投資その他の資産 161,178
投 資 有 価 証 券 104,000
出 資 金 1
関 係 会 社 株 式 4,830
長 期 前 払 費 用 1,065
繰 延 税 金 資 産 42,865
そ の 他 8,770
貸 倒 引 当 金 △355 純 資 産 の 部 合 計 2,012,601

資 産 の 部 合 計 2,420,835 負債及び純資産合計 2,420,835
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2021
2022

年
年
９
８
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,924,879
売 上 原 価
期 首 商 品 棚 卸 高 222,598
当 期 商 品 仕 入 高 547,735
他 勘 定 受 入 高 15,447
当 期 製 品 製 造 原 価 498,132
合 計 1,283,913
他 勘 定 振 替 高 △1,760
期 末 商 品 棚 卸 高 265,327 1,020,346

売 上 総 利 益 904,533
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 585,368

営 業 利 益 319,164
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,377
雑 収 入 602
為 替 差 益 100,732 102,712
営 業 外 費 用
支 払 利 息 23
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 16,205
雑 支 出 108 16,338

経 常 利 益 405,539
特 別 利 益
補 助 金 収 入 125 125
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 405,664
法 人 税 ･ 住 民 税 及 び 事 業 税 143,857
法 人 税 等 調 整 額 △15,261 128,596
当 期 純 利 益 277,068

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（2021
2022

年
年
９
８
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計
繰越利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

当期首残高 150,000 140,000 140,000 166,707 166,707 456,707 456,707
当期変動額

新株の発行 639,412 639,412 639,412 1,278,825 1,278,825

当期純利益 277,068 277,068 277,068 277,068

当期変動額合計 639,412 639,412 639,412 277,068 277,068 1,555,893 1,555,893

当期末残高 789,412 779,412 779,412 443,776 443,776 2,012,601 2,012,601

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年10月21日

株式会社アスタリスク
取締役会 御中

ＰｗＣ京都監査法人
京都事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 浦 上 卓 也
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 田 口 真 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アスタリスクの2021年９月１日から
2022年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社アスタリスク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2022年10月21日
株式会社アスタリスク
取締役会 御中

ＰｗＣ京都監査法人
京都事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 浦 上 卓 也
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 田 口 真 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アスタリスクの2021年９月１日
から2022年８月31日までの第１６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

第16期 監査等委員会監査報告書
当監査等委員会は、2021年９月１日から2022年８月31日までの第16期事業年度の取締役の職務の執行

の監査を行いました。その方法及び結果につき、以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査等委員から内部監査担当者との連携による
監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査等委員は、監査等委員会が定めた監査等委員会規則に準拠し、取締役、内部監査部門担当者その
他使用人と意思の疎通を図り、情報の収集及び監査環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。

１．取締役会その他重要会議に出席し、取締役及び使用人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び東京事業所において業務及び財産の
状況を調査致しました。また、取締役の職務の執行が法令、定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法第399条の13第１項第１
号ロ及びハに定められた事項に関する取締役会の決議並びに整備、運用状況について、取締役及び使
用人等から定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び第３号ロの各取組については、取締役会そ
の他における審議の状況を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社
の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

２．会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」(会社計算規則
第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び、その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
１．事業報告等の監査結果
１）事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

２）取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

３）内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役会の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

３．計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

４．連結計算書類の監査結果
会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年10月24日
株式会社アスタリスク監査等委員会

常勤取締役監査等委員 石 田 泰 一 ㊞
取締役監査等委員 岩 﨑 文 夫 ㊞
取締役監査等委員 山 元 教 有 ㊞

（注）監査等委員岩﨑文夫、監査等委員山元教有は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社
外取締役であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図
会 場 大阪市淀川区西中島５-14-10 新大阪トヨタビル９F

アットビジネスセンターPREMIUM新大阪（正面口駅前）911号室
交通のご案内 JR 「新大阪」駅 正面口 徒歩３分

地下鉄 御堂筋線「新大阪」駅 南改札７番徒歩１分

◎駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。


